
─
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B

議案第５０号

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

　次のとおり鳥取県手数料徴収条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により、本議

会の議決を求める。

　　令和２年２月21日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治

　　　鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

　鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改　　　　　　　正　　　　　　　後 改　　　　　　　正　　　　　　　前

─
 196 ─

A

（手数料の徴収）

第２条　次の各号に掲げる事務については、申請その他の行為に

より当該事務をすることを求める者から、当該各号の事務に応

じて別に定める期限までに、当該各号に定める額の手数料を徴

収する。

　（１）～（146）　略

　（147）　高圧ガス保安法施行令第18条第２項の規定により処理す

ることとされている高圧ガス保安法第44条第１項の規定に基

づく容器検査　次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に定める額

区分 金額

１　略
２　繊維強化プラスチック複合容器又は圧縮天然
ガス自動車燃料装置用容器（１に掲げるものを
除く。）

　（１）～（５）　略
３・４　略

　略

　（148）　高圧ガス保安法施行令第18条第２項の規定により処理す

ることとされている高圧ガス保安法第49条第１項の規定に基

（手数料の徴収）

第２条　次の各号に掲げる事務については、申請その他の行為に

より当該事務をすることを求める者から、当該各号の事務に応

じて別に定める期限までに、当該各号に定める額の手数料を徴

収する。

　（１）～（146）　略

　（147）　高圧ガス保安法施行令第18条第２項の規定により処理す

ることとされている高圧ガス保安法第44条第１項の規定に基

づく容器検査　次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に定める額

区分 金額

１　略
２　繊維強化プラスチック複合容器、圧縮天然ガ
ス自動車燃料装置用容器又は圧縮水素自動車燃

料装置用容器（１に掲げるものを除く。）
　（１）～（５）　略
３・４　略

　略

　（148）　高圧ガス保安法施行令第18条第２項の規定により処理す

ることとされている高圧ガス保安法第49条第１項の規定に基

─
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─
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B

議案第５０号

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

　次のとおり鳥取県手数料徴収条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により、本議

会の議決を求める。

　　令和２年２月21日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治

　　　鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

　鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改　　　　　　　正　　　　　　　後 改　　　　　　　正　　　　　　　前

─
 196 ─

A

（手数料の徴収）

第２条　次の各号に掲げる事務については、申請その他の行為に

より当該事務をすることを求める者から、当該各号の事務に応

じて別に定める期限までに、当該各号に定める額の手数料を徴

収する。

　（１）～（146）　略

　（147）　高圧ガス保安法施行令第18条第２項の規定により処理す

ることとされている高圧ガス保安法第44条第１項の規定に基

づく容器検査　次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に定める額

区分 金額

１　略
２　繊維強化プラスチック複合容器又は圧縮天然
ガス自動車燃料装置用容器（１に掲げるものを
除く。）

　（１）～（５）　略
３・４　略

　略

　（148）　高圧ガス保安法施行令第18条第２項の規定により処理す

ることとされている高圧ガス保安法第49条第１項の規定に基

（手数料の徴収）

第２条　次の各号に掲げる事務については、申請その他の行為に

より当該事務をすることを求める者から、当該各号の事務に応

じて別に定める期限までに、当該各号に定める額の手数料を徴

収する。

　（１）～（146）　略

　（147）　高圧ガス保安法施行令第18条第２項の規定により処理す

ることとされている高圧ガス保安法第44条第１項の規定に基

づく容器検査　次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に定める額

区分 金額

１　略
２　繊維強化プラスチック複合容器、圧縮天然ガ
ス自動車燃料装置用容器又は圧縮水素自動車燃

料装置用容器（１に掲げるものを除く。）
　（１）～（５）　略
３・４　略

　略

　（148）　高圧ガス保安法施行令第18条第２項の規定により処理す

ることとされている高圧ガス保安法第49条第１項の規定に基

─
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─
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B

　　づく容器再検査　次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める額

区分 金額

１　略
２　繊維強化プラスチック複合容器又は圧縮天然
ガス自動車燃料装置用容器（１に掲げるものを
除く。）

　（１）～（５）　略
３・４　略

　略

　（149）～（222）　略

　（223）　削除

　（224）　略

　（225）～（315の４）　略

　（315の５）　都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律

第84号。以下「低炭素化促進法」という。）第54条第１項の

規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定　次に掲げる区

分に応じ、それぞれに定める額（同条第２項の規定により建

　　づく容器再検査　次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める額

区分 金額

１　略
２　繊維強化プラスチック複合容器、圧縮天然ガ
ス自動車燃料装置用容器又は圧縮水素自動車燃

料装置用容器（１に掲げるものを除く。）
　（１）～（５）　略
３・４　略

　略

　（149）～（222）　略

　（223）　略

　（224）　家畜伝染病予防法第６条第１項の規定に基づく豚熱の発

生を予防するために行う家畜に対する注射　１件につき200円

　（225）～（315の４）　略

　（315の５）　都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律

第84号。以下「低炭素化促進法」という。）第54条第１項の

規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定　次に掲げる区

分に応じ、それぞれに定める額（同条第２項の規定により建

─
 198 ─

A

築基準法第６条第１項に規定する建築基準関係規定に適合す

るかどうかの審査を受けるよう申出があった場合は、その額

に鳥取県建築基準法施行条例別表第３の１の項に定める金額

を加算した額）

　　ア　次の（ア）から（ウ）までに掲げる部分を全て有する建築物

全体に係る低炭素建築物新築等計画　次の（ア）から（ウ）ま

でに定める額を合計した額

　　　（ア）　略

　　　（イ）　共同住宅の共用部分　次の表の左欄に掲げる共用部

分の床面積の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める

額

　略

　　　（ウ）　略

　　イ　略

　　ウ　住宅（共用部分を除く。）に係る低炭素建築物新築等計

　画　アの（ア）に定める額

築基準法第６条第１項に規定する建築基準関係規定に適合す

るかどうかの審査を受けるよう申出があった場合は、その額

に鳥取県建築基準法施行条例別表第３の１の項に定める金額

を加算した額）

　　ア　次の（ア）から（ウ）までに掲げる部分を全て有する建築物

全体に係る低炭素建築物新築等計画　次の（ア）から（ウ）ま

でに定める額を合計した額

　　　（ア）　略

　　　（イ）　共同住宅の共用部分　次の表の左欄に掲げる共用部

分の床面積の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める

額（共用部分の性能を低炭素化促進法第54条第１項第１

号の基準への適合性の判定に用いない場合にあっては、

０円）

　略

　　　（ウ）　略

　　イ　略

　　ウ　住宅（共用部分のあるものを除く。）に係る低炭素建築

　物新築等計画　アの（ア）に定める額

─
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─
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B

　　づく容器再検査　次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める額

区分 金額

１　略
２　繊維強化プラスチック複合容器又は圧縮天然
ガス自動車燃料装置用容器（１に掲げるものを
除く。）

　（１）～（５）　略
３・４　略

　略

　（149）～（222）　略

　（223）　削除

　（224）　略

　（225）～（315の４）　略

　（315の５）　都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律

第84号。以下「低炭素化促進法」という。）第54条第１項の

規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定　次に掲げる区

分に応じ、それぞれに定める額（同条第２項の規定により建

　　づく容器再検査　次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める額

区分 金額

１　略
２　繊維強化プラスチック複合容器、圧縮天然ガ
ス自動車燃料装置用容器又は圧縮水素自動車燃

料装置用容器（１に掲げるものを除く。）
　（１）～（５）　略
３・４　略

　略

　（149）～（222）　略

　（223）　略

　（224）　家畜伝染病予防法第６条第１項の規定に基づく豚熱の発

生を予防するために行う家畜に対する注射　１件につき200円

　（225）～（315の４）　略

　（315の５）　都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律

第84号。以下「低炭素化促進法」という。）第54条第１項の

規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定　次に掲げる区

分に応じ、それぞれに定める額（同条第２項の規定により建

─
 198 ─

A

築基準法第６条第１項に規定する建築基準関係規定に適合す

るかどうかの審査を受けるよう申出があった場合は、その額

に鳥取県建築基準法施行条例別表第３の１の項に定める金額

を加算した額）

　　ア　次の（ア）から（ウ）までに掲げる部分を全て有する建築物

全体に係る低炭素建築物新築等計画　次の（ア）から（ウ）ま

でに定める額を合計した額

　　　（ア）　略

　　　（イ）　共同住宅の共用部分　次の表の左欄に掲げる共用部

分の床面積の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める

額

　略

　　　（ウ）　略

　　イ　略

　　ウ　住宅（共用部分を除く。）に係る低炭素建築物新築等計

　画　アの（ア）に定める額

築基準法第６条第１項に規定する建築基準関係規定に適合す

るかどうかの審査を受けるよう申出があった場合は、その額

に鳥取県建築基準法施行条例別表第３の１の項に定める金額

を加算した額）

　　ア　次の（ア）から（ウ）までに掲げる部分を全て有する建築物

全体に係る低炭素建築物新築等計画　次の（ア）から（ウ）ま

でに定める額を合計した額

　　　（ア）　略

　　　（イ）　共同住宅の共用部分　次の表の左欄に掲げる共用部

分の床面積の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める

額（共用部分の性能を低炭素化促進法第54条第１項第１

号の基準への適合性の判定に用いない場合にあっては、

０円）

　略

　　　（ウ）　略

　　イ　略

　　ウ　住宅（共用部分のあるものを除く。）に係る低炭素建築

　物新築等計画　アの（ア）に定める額

─
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─
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B

　　エ　略

　（315の６）～（315の８）　略

　（315の９）　建築物省エネ法第30条第１項の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能向上計画の認定　次に掲げる区分に応じ、

それぞれに定める額（同条第２項の規定により建築基準法第

６条第１項に規定する建築基準関係規定に適合するかどうか

の審査を受けるよう申出があった場合は、その額に鳥取県建

築基準法施行条例別表第３の１の項に定める金額を加算した

額）

　　ア　住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有する建築物

に係る建築物エネルギー消費性能向上計画　次の（ア）及び

（イ）に定める額を合計した額

　　　（ア）　次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する部分の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額

建築物省エ

ネ法第30条
第１項各号
に掲げる基

準に適合す

適合証の添

付がある場

合

　　エ　略

　（315の６）～（315の８）　略

　（315の９）　建築物省エネ法第30条第１項の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能向上計画の認定　次に掲げる区分に応じ、

それぞれに定める額（同条第２項の規定により建築基準法第

６条第１項に規定する建築基準関係規定に適合するかどうか

の審査を受けるよう申出があった場合は、その額に鳥取県建

築基準法施行条例別表第３の１の項に定める金額を加算した

額）

　　ア　住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有する建築物

に係る建築物エネルギー消費性能向上計画　次の（ア）及び

（イ）に定める額を合計した額

　　　（ア）　次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する部分の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額

建築物省エ

ネ法第30条
第１項各号
に掲げる基

準に適合す

適合証の添

付がある場

合

─
 200 ─

A

ることを証

する書類と

して知事が

定めるもの

（以下この

号において

「適合証」

と い う。）

の添付がな

い場合

１　略
２　一戸建ての住宅以外
の住宅（共用部分を含

む。）

　（１）～（４）　略

　略

　　　（イ）　略

　　イ・ウ　略

（315の10）　略

　（315の11）　建築物省エネ法第36条第２項の規定に基づく建築物

ることを証

する書類と

して知事が

定めるもの

（以下この

号において

「適合証」

と い う。）

の添付がな

い場合

１　略
２　一戸建ての住宅以外
の住宅（共用部分の性

能を建築物省エネ法第

30条第１項第１号の基
準への適合性の判定に

用いない場合にあって

は、共用部分を除く。）

　（１）～（４）　略

　略

　　　（イ）　略

　　イ・ウ　略

（315の10）　略

　（315の11）　建築物省エネ法第36条第２項の規定に基づく建築物

─
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─
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B

　　エ　略

　（315の６）～（315の８）　略

　（315の９）　建築物省エネ法第30条第１項の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能向上計画の認定　次に掲げる区分に応じ、

それぞれに定める額（同条第２項の規定により建築基準法第

６条第１項に規定する建築基準関係規定に適合するかどうか

の審査を受けるよう申出があった場合は、その額に鳥取県建

築基準法施行条例別表第３の１の項に定める金額を加算した

額）

　　ア　住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有する建築物

に係る建築物エネルギー消費性能向上計画　次の（ア）及び

（イ）に定める額を合計した額

　　　（ア）　次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する部分の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額

建築物省エ

ネ法第30条
第１項各号
に掲げる基

準に適合す

適合証の添

付がある場

合

　　エ　略

　（315の６）～（315の８）　略

　（315の９）　建築物省エネ法第30条第１項の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能向上計画の認定　次に掲げる区分に応じ、

それぞれに定める額（同条第２項の規定により建築基準法第

６条第１項に規定する建築基準関係規定に適合するかどうか

の審査を受けるよう申出があった場合は、その額に鳥取県建

築基準法施行条例別表第３の１の項に定める金額を加算した

額）

　　ア　住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有する建築物

に係る建築物エネルギー消費性能向上計画　次の（ア）及び

（イ）に定める額を合計した額

　　　（ア）　次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する部分の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額

建築物省エ

ネ法第30条
第１項各号
に掲げる基

準に適合す

適合証の添

付がある場

合

─
 200 ─

A

ることを証

する書類と

して知事が

定めるもの

（以下この

号において

「適合証」

と い う。）

の添付がな

い場合

１　略
２　一戸建ての住宅以外
の住宅（共用部分を含

む。）

　（１）～（４）　略

　略

　　　（イ）　略

　　イ・ウ　略

（315の10）　略

　（315の11）　建築物省エネ法第36条第２項の規定に基づく建築物

ることを証

する書類と

して知事が

定めるもの

（以下この

号において

「適合証」

と い う。）

の添付がな

い場合

１　略
２　一戸建ての住宅以外
の住宅（共用部分の性

能を建築物省エネ法第

30条第１項第１号の基
準への適合性の判定に

用いない場合にあって

は、共用部分を除く。）

　（１）～（４）　略

　略

　　　（イ）　略

　　イ・ウ　略

（315の10）　略

　（315の11）　建築物省エネ法第36条第２項の規定に基づく建築物

─
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─
 201 ─

B

エネルギー消費性能基準に適合していることの認定　次に掲

げる区分に応じ、それぞれに定める額

　　ア　住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有する建築物に

係るもの　次の（ア）及び（イ）に定める額を合計した額

　　　（ア）　次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する部分の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額

建築物エネ

ルギー消費

性能基準に

適合するこ

とを証する

書類として

知事が定め

るもの（以

下この号に

おいて「適

合証」とい

う。） の 添

付がない場

合

適合証の添

付がある場

合

エネルギー消費性能基準に適合していることの認定　次に掲

げる区分に応じ、それぞれに定める額

　　ア　住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有する建築物に

係るもの　次の（ア）及び（イ）に定める額を合計した額

　　　（ア）　次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する部分の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額

建築物エネ

ルギー消費

性能基準に

適合するこ

とを証する

書類として

知事が定め

るもの（以

下この号に

おいて「適

合証」とい

う。） の 添

付がない場

合

適合証の添

付がある場

合

─
 202 ─

A

１　略
２　一戸建ての住宅以外
の住宅（共用部分を含

む。）

　（１)～（４)　略

　略

　　　（イ）　略

　　イ・ウ　略

　（316)～（328)　略

２　略

１　略
２　一戸建ての住宅以外
の住宅（共用部分の性

能を建築物エネルギー

消費性能基準への適合

性の判定に用いない場

合にあっては、共用部

分を除く。）

　（１)～（４)　略

　略

　　　（イ）　略

　　イ・ウ　略

　（316）～（328）　略

２　略

　　　附　則

（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第１項第147号及び第148号の改正規定は、令和２年４月１日から施行する。

（調整規定）

２　この条例の施行の日が家畜伝染病予防法の一部を改正する法律（令和２年法律第２号）の施行の日前である場合には、同法の施行の日の

─
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─
 201 ─

B

エネルギー消費性能基準に適合していることの認定　次に掲

げる区分に応じ、それぞれに定める額

　　ア　住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有する建築物に

係るもの　次の（ア）及び（イ）に定める額を合計した額

　　　（ア）　次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する部分の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額

建築物エネ

ルギー消費

性能基準に

適合するこ

とを証する

書類として

知事が定め

るもの（以

下この号に

おいて「適

合証」とい

う。） の 添

付がない場

合

適合証の添

付がある場

合

エネルギー消費性能基準に適合していることの認定　次に掲

げる区分に応じ、それぞれに定める額

　　ア　住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有する建築物に

係るもの　次の（ア）及び（イ）に定める額を合計した額

　　　（ア）　次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する部分の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額

建築物エネ

ルギー消費

性能基準に

適合するこ

とを証する

書類として

知事が定め

るもの（以

下この号に

おいて「適

合証」とい

う。） の 添

付がない場

合

適合証の添

付がある場

合

─
 202 ─

A

１　略
２　一戸建ての住宅以外
の住宅（共用部分を含

む。）

　（１)～（４)　略

　略

　　　（イ）　略

　　イ・ウ　略

　（316)～（328)　略

２　略

１　略
２　一戸建ての住宅以外
の住宅（共用部分の性

能を建築物エネルギー

消費性能基準への適合

性の判定に用いない場

合にあっては、共用部

分を除く。）

　（１)～（４)　略

　略

　　　（イ）　略

　　イ・ウ　略

　（316）～（328）　略

２　略

　　　附　則

（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第１項第147号及び第148号の改正規定は、令和２年４月１日から施行する。

（調整規定）

２　この条例の施行の日が家畜伝染病予防法の一部を改正する法律（令和２年法律第２号）の施行の日前である場合には、同法の施行の日の

─
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─
 203 ─

B

前日までの間における改正後の鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第224号の規定の適用については、同号中「豚熱」とあるのは、「豚コレ

ラ」とする。

─
 195 ─

B

議案第５１号

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

　次のとおり鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の

規定により、本議会の議決を求める。

　　令和２年２月21日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治

　　　鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

　鳥取県営病院事業の設置等に関する条例（昭和39年鳥取県条例第12号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改　　　　　　　正　　　　　　　後 改　　　　　　　正　　　　　　　前

─
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